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序
日本の大学教養教育における外国語教育が岐路に
立っている、と言われてすでに久しい。1991年の大
学設置基準の大綱化に伴い、国立大学の教養部の廃
止が進むと、ドイツ語をはじめとする英語以外の外
国語は、グローバル経済の発展に伴うアメリカすな
わち英語中心の「国際化」の波の中で、その存在意
義が危ぶまれ、カリキュラムの急激なスリム化に見
舞われた。
このことは、それまではある程度はっきり存在し
ていた国立大学における英語以外の外国語教育のあ
り方の枠組みが、崩壊したことを意味している。各
大学は’91年の設置基準の大綱化により、以前より自
由にその教育プログラムを設定できるようになり、
既存のカリキュラムはその存在意義やあるべき姿の
再考を迫られることとなったのである。
さらに 2004年の国立大学の独立法人化によって、
大学運営に「経営」の理念が導入されると、その「存
在意義やあるべき姿」は、「効率化」、「市場原理」と
いう観点からも眺められるようになる。そこでは教
育内容の巧拙ばかりではなく、いかにコストに見合
う成果が上げられるかが問われることとなり、昨今
では「学士力」の名の元、学部卒業時点の学生にい
かなる学力、能力を保証するかが、各大学に問われ
ている。
このような現状において、ドイツ語の授業の教壇
に立つものには、一方でその教育内容、カリキュラ
ムの策定に、その裁量を発揮することが求められる
ようになり、他方それらに基づいた成果の達成につ
いて、一定責任が負わされることとなった。ところ
が、大学教養教育におけるドイツ語教育には、官製
であれ私製であれ、現在その指針・基準となるもの
が何もない。大学設置基準の大綱化以降、個々の大
学を取り巻く状況に応じて、きめ細かい学習指導と
その成果の検証が行われる必要が生じ、したがって
一人一人のドイツ語教員に要求される力量も、格段
に増したにもかかわらず、ドイツ語研究者の側から
も、あるいは文部科学省や大学執行部の側からも、
今後のドイツ語教育の指針といいうるものについ
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て、まとまった形で具体的な提案がなされたことは
ない??。
本稿は、このような状況下、日本の大学教育―特
にいまやほぼ初級教育に特化しつつある教養教育に
おけるドイツ語教育の今後に向けて、その指針・基
準となりうる「ドイツ語学習指導要領」のようなも
のがはたして可能かどうか、もし可能だとすれば、
どのようなものであるべきか、ということについて、
ヨーロッパの CEFRと日本の文部科学省の中学校
学習指導要領を参考にしながら、一考を加えるもの
である。
１．CEFR（Common European Frame
 
work of Reference for Languages：
Learning,teaching,assessment）とは
何か
-
CEFRは欧州評議会（Europarat）によって 1996
年に初版が発行され、その後多くのフィードバック
や議論を経て改訂され、2001年に現在の形で出版さ
れた。日本の学習指導要領を、「教育課程、教科内容
とその取り扱い、基本的指導事項などを示したも
の」??とするならば、CEFRは必ずしも学習指導要領
とは言えない。上記にもあるように、CEFRは言語
学習・教育についての「枠組み（Framework）」であ
り、教える側にとっての指導の手引きとしての役割
のみを果たすわけではない。もっぱら教育・評価に
関して記述される部分は、全 9章のうち第 6～9章の
4つの章に過ぎず、そこにおいても学習者の視点が
常に大きく取り上げられ、もっぱら教師・教育機関
の側に立って論じられているわけではない。
そもそも CEFRの目的はヨーロッパの言語教
育のシラバス、カリキュラムのガイドライン、
試験、教科書、等々の向上のために一般的な基
盤を与えることである。言語学習者が言語をコ
ミュニケーションのために使用するためには何
を学ぶ必要があるか、効果的に行動できるよう
になるためには、どんな知識と技能を身につけ
ればよいかを総合的に記述するものである。そ
こでは言語が置かれている文化的なコンテクス
トをも記述の対象とする。CEFRはさらに学習
者の熟達度のレベルを明示的に記述し、それぞ
れの学習段階、また生涯を通して学習進度が測
れるようにしてある??。
以上が第 1章の冒頭であるが、ここには多くのこ
とが示されている。以下ではそれらを具体的に見て
ゆく。
1．1 ヨーロッパ共通の枠組み（Common European
 
Framework）と複言語主義（Plurilingualism）
まず CEFRは、日本の文科省の学習指導要領のよ
うに 1カ国による主に 1言語についての官製のもの
ではなく、多くの言語を包括しうる、ヨーロッパ共
通の枠組みであるということである。これは今日の
ヨーロッパが抱える状況を如実に反映している。
ヨーロッパでは、特に EU発足以降、車や鉄道を利
用するだけで、簡単に安価で他国・他言語圏へと移
動でき、数時間で使用言語が変わったり、一個人が
複数の言語を状況や必要に応じて使い分ける、と
いったことが珍しくない。例えば、ポーランド人女
性と結婚したドイツ人男性が、仕事の都合でスイス
のフランス語圏に住むことになったために、二人の
子供は家ではドイツ語とポーランド語を使うが、学
校ではフランス語で教育を受ける、などということ
もそれほど稀ではない。
このような状況を背景に、CEFRが基礎としてい
るのは複言語主義（Pluriligualism）という考え方で
ある。従来の多言語主義（Multilingualism）では、単
に複数の言語を学び、それぞれの言語を「理想的母
語話者」と同じように使いこなせることを、その言
語教育の最終目標にするが、複言語主義では「熟達」
することを必ずしも目標とせず、個人が複数の言語
を必要に応じて、そのつど必要充分な習熟度で運用
できる能力を育てることを言語教育の目標とする。
そこでは言語学習が、母語を含めた既習の言語能力
との関連の中に位置づけられ、巧拙にかかわらず、
個人のすべての言語能力が総合的に作用し、その人
物のコミュニケーション能力全体を形作ると考え
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る??。
すなわち個々の言語を完璧に使いこなす能力より
も、瞬時に使用言語を変換したり、知らない言語で
提示された内容でも、既習の言語知識や経験に基づ
いて推測し、理解へとつなげてゆける能力を重要視
するのである。
1．2 コミュニケーション言語能力（communicative
 
language competence）と行動中心（action
 
oriented）
このような考え方は、したがって行動中心の言語
学習を目指すことになる。言語学習者を複数の言語
を駆使して「社会的に行為する者（social agents）」
とみなし、言語活動はより広い社会的コンテクスト
の中で、一定の課題（tasks）を遂行するための活動
の一部とされる。すなわち言葉を単に流暢に話すだ
けでなく、上記引用にもあるように、さまざまな状
況や文化的コンテクストの中で、言語を用いていか
に適切に行動できるか、ということがより重要にな
るのである。このような複数の言語を用いて複数の
文化の交流に参加できる能力は、複言語能力（pluri-
lingual competence）、複文化能力 (pluricultural
 
competence）と呼ばれる。
言語能力はしたがって、より包括的にコミュニ
ケーション言語能力（communicative language com-
petence）として、以下の 3つの能力から構成される
と考えられる??。
言語構造的能力（linguistic competence）：語彙、
音韻、統語論に関する知識と技能や、その他
のシステムとしての言語に関する知識と技能
を含む。
社会言語能力（sociolinguistic competence）：言
語の社会文化的な条件下での言語使用と関連
する知識と技能。例えば丁寧さの規則、世代、
性、階級などの間の規範、基本的儀礼に関す
る慣用句などに関するもの。
言語運用能力（pragmatic competence）：言語素
材を扱うときの機能面に関する能力。話し合
い、対話の進行の段取り、談話の結束性、テ
クストのタイプや形式、皮肉、パロディーな
どを判断、構成することに関するもの。
1．3 共通参照レベル（Common Reference Levels）
―熟達度レベルの明示的記述
CEFRはその重要な考え方の一つ「明確であるこ
と（tranparent）」にのっとって、学習者の熟達度の
レベルを明示する??。熟達度は、それぞれ最も基礎段
階のA1から最も熟達した段階の C2までの 6段階
にレベル分けされ、それぞれの基準は例えば、「簡単
で日常的な範囲なら、身近で日常の事柄についての
情報交換に応ずることができる」（A2）というよう
な、「～ができる」という形式の例示的能力記述文
（illustrative descriptors）によって示される??。
共通参照レベル：全体的な尺度
A 基礎段階の言語使用者
A1 Breakthrough
 
A2 Waystage
 
B 自立した言語使用者
B1 Threshold
 
B2 Vantage
 
C 熟達した言語使用者
C1 Effective Operational Proficiency
 
C2 Mastery
以上はその全体的な尺度（global scale）であり
CEFRの柱となっているが、他にも 1.2で上げた言
語能力の細部にわたり、その熟達度が例示的能力記
述文によって、きわめて詳細（日本語版で約 100頁
にわたる）かつ明示的にこの 6段階にレベル分けさ
れている??。
また CEFRでは、言語学習が教育期間のみなら
ず、生涯にわたって継続するという考えから、学習
者がこれらの参照レベルに基づいて、いつでも自分
の言語能力を自己診断できるように、自己評価表も
ついている??。
1．4 ヨーロッパの産物としての CEFRとその受容
このように CEFRは、ヨーロッパの言語状況に根
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ざした上で、それでも可能な限り普遍的、包括的で
あろうとしている。言語学習者がヨーロッパのみな
らず、いつでもどこでも、どのような状況下でも、
この CEFRを参照すればその学習目的や、それに応
じて何を学べばよいかを確認することができるが、
同時にそこに到達するための特定の教授法を奨励す
るわけでも排除するわけでもない、とされる???。した
がって下記に述べられているように、CEFRはさま
ざまな教育・指導上の「選択肢」を提示するにとど
まり、特定の教育・指導方法が具体的に詳述される
ことはない。
外国語の教育と学習に関しては、総合的な方法
であらゆる選択肢を明確かつわかりやすく提示
し、特定の見解の推奨や教条主義は避けなけれ
ばならない。学習者一人一人の社会状況と必要
性に照らして、定められた目標を達成するため
に、言語の学習、教育、研究にとって、最も効
果的な方法が用いられなければならない、とい
うのが、Council of Europeの基本原則であっ
た。（中略）こうした基本原則にのっとれば，必
然的に目標は多様化し、教え方や教材はさらに
多様化するものである???。
しかしそうは言っても、複言語主義、複文化主義
（Plurikulturism）に基づいたこのような枠組みは、
1.1で述べたように、ヨーロッパ独特の言語・社会状
況から生まれ、その中で最も有効に機能しうるもの
であるということは否定できない。EU加盟国が、そ
れぞれのアイデンティティーと文化の多様性を尊重
しあいながら、より緊密な連合関係を築くことが、
ヨーロッパ社会の利益と発展につながるのであれ
ば、それを実現するための言語学習と教育を強化す
ることは当然必要であり、その観点から見ればこの
CEFRは、ヨーロッパの言語政策の大きな要と言っ
ていい。
したがって、もし非ヨーロッパ地域における言語
教育に CEFRを活用しようとするのであれば、それ
ぞれの地域の言語状況や社会文化的状況にあわせ
た、したたかな「文脈化」を行わなければ意味がな
い。
現在、日本の大学教養教育における CEFRの受容
は、大きく言えば、日本の外国語教育における英語
の一言語支配が強まることに対する懸念を背景にし
た、複言語主義、複文化主義という理念の導入と、
授業の到達目標に対する共通参照レベルの活用とい
う、最も抽象的なものと最も具体的なものの 2つの
両極端に陥っている感がある。
前者においては、序で述べたような第 2外国語の
危機とも言える現状に対して、理念的支柱となりう
るもので、特に下記の記述は断固としている。
ある一つの外国語と文化の知識で「母」語や「自
文化」とにかかわる民族中心主義を必ずしも超
越できるわけではなく、むしろ反対の影響を受
ける場合がある（言語を一つだけ学習し、一つ
の外国文化だけと接触すると、ステレオタイプ
や先入観が弱まるどころか強化されてしまうこ
とは珍しくない）。複数の言語を知れば、民族中
心主義を克服しやすくなり、同時に学習能力も
豊かになる。
従って、学校で複数の外国語の学習を促し、言
語の多様性を尊重する心を育てることが重要で
ある。このことは、例えば、単に歴史上重要な
時期に差しかかっているヨーロッパの言語政策
選択の問題にとどまらない。また、複数言語の
能力を持つ若者たちに将来の可能性を広げると
いう問題でもない（それ自体は重要な問題に違
いないが）。それは、次のような点で学習者に
とっても意味がある：
・自己の言語的・文化的アイデンティティーに
他者性の多様な経験を統合することで、自己
の言語的・文化的アイデンティティーが確立
される。
・この、いくつかの言語・文化に関わる多様な
経験が、学習者の学習能力を伸ばす???。
しかし、現在の日本とヨーロッパでは言語および
言語教育をを取り巻く環境は、大きく異なるわけで
あるから、CEFRの理念やエッセンスを日本のドイ
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ツ語教育に活用するためには、日本がおかれた言語
および言語教育の状況をまずよく承知する必要があ
ることは、言うまでもない。
以下ではその一環として、中学校の外国語の学習
指導要領を取り上げ、日本の義務教育における外国
語教育が、現在どのように行われるべきとされてい
るのかを見てゆく。
２．中学校学習指導要領第２章第９節外国
語の現状
ここで中学校の学習指導要領を取り上げるのは、
それが初級外国語の学習指導要領だからである。現
在の大学教養教育における英語以外の外国語教育
は、わずかな例外を除いてそのほとんどが初級教育
である。そのような言語教育を考える際、わが国の
義務教育における初級外国語教育について定められ
ている学習指導要領を参照することが有益であるに
違いないと考えたからである。
2．1 ?外国語科」と「英語」
文部科学省の中学校学習指導要領では、すべての
外国語教育が「外国語科」として一括されているが、
現在その指導要領の記述は英語についてのみであ
る。1977年まで（高等学校学習指導要領は 1989年ま
で）は、ドイツ語・フランス語についても英語と同
様に―もちろん簡略化されてはいるものの、各々の
指導要領の記述があったが、現在ではその「第 2内
容」の 3において、以下のように記されるのみであ
る。
その他の外国語については、英語の目標および
内容等に準じて行うものとする???。
そして指導要領解説においても上記を、
英語ではなく他の外国語を指導する場合につい
ては英語に準じて行うことを示したものであ
る。まず、外国語科の目標に基づくこと、次に
英語の目標および内容に準じて行うことが必要
である。内容は、「言語活動」と「言語材料」か
らなるが、それぞれ「言語活動の取扱い」と「言
語材料の取扱い」も示されているので、これら
も充分に参考にして、適切な指導計画を作成す
ることが大切である???。
と解説するのみで、なんら具体的な記述はない。さ
らに「指導計画の作成と内容の取り扱い」では、
外国語科においては、英語を履修させることを
原則とする???。
と明言され、指導要領解説でも、
外国語科では、英語が世界で広くコミュニケー
ションの手段として用いられている実態や、こ
れまでほとんどの学校で英語を履修してきたこ
とを踏まえて、英語を履修させることが原則で
あることを示したものである???。
としている???。
このことは、日本の義務教育において、外国語の
選択肢が事実上英語しかないという現状を明確に示
している。この点についてはヨーロッパとは根本的
にまったく異なっており、第 1外国語学習の選択肢
が実質的に 1言語に限られるという日本の状況は、
ヨーロッパのみならず世界的に見ても珍しい部類に
入るだろう。
2．2 平成20年の改訂
中学校学習指導要領は平成 20年に改訂された。
「外国語科」に関する改訂には、小学校にも外国語
活動が導入されたことと、学力低下を懸念して「ゆ
とり教育」の見直しが行われ、授業時数が各年次と
も年間 105時間から 140時間に増加したことが大き
く関係している。改訂の要点は、目標の改善と、内
容等の改善とに分けられる。
2．2．1 目標の改善
目標については、小学校に外国語活動が導入され
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たことにより、小学校教育において主に音声による
外国語教育の発端がすでに存在するため、中学校段
階では、「聞くこと」、「話すこと」だけではなく、「読
むこと」、「書くこと」を加えた 4技能の総合的な育
成が詠われることとなった。
外国語を通じて、言語や文化に対する理解を深
め、積極的にコミュニケーションを図ろうとす
る態度の育成を図り、聞くこと、話すこと、読
むこと、書くことなどのコミュニケーション能
力の基礎を養う???。
さらにこれを踏まえ、4つの具体的目標が設定さ
れている。
(1)初歩的な英語を聞いて話し手の意向などを
理解できるようにする。
(2)初歩的な英語を用いて自分の考えなどを話
すことができるようにする。
(3)英語を読むことに慣れ親しみ、初歩的な英
語を読んで書き手の意向などを理解できる
ようにする。
(4)英語で書くことに慣れ親しみ、初歩的な英
語を用いて自分の考えなどを書くことがで
きるようにする???。
2．2．2 内容等の改善
内容については、授業時数が増加したことに伴い、
「指導すべき語数」が平成 10年度版の「900語程
度」???から「1200語程度」に増加した。文法事項等に
ついては、ほとんど追加はないものの、「…について
は、理解の段階にとどめること」などとされていた、
いわゆる「はどめ規定」の多くがなくなり、内容に
ついての量的制限が緩和された。
また、目標に「読むこと」、「書くこと」の能力の
育成が明示されたことに伴い、特に「書くこと」に
関して大きく中身が再編成され、今までになかった
（イ）「語と語のつながりなどに注意して正しく分を
書くこと」と、（エ）「自分の考えや気持ちなどが読
み手に正しく伝わるように、文と文のつながりなど
に注意して文章を書くこと」が追加された???。
2．3 改訂の背景と意義
これらの改訂には、前回の改訂で、「実践的コミュ
ニケーション能力」の育成を強く唱えるあまり、「聞
く」、「話す」の能力育成ばかりが強調されたうえ、
同時にゆとり教育により授業時数が減少したため、
「コミュニケーション」の礎となるはずの語彙や文
法規則の習得が、おろそかにされる嫌いがあったこ
とへの反省が込められていると言えよう。
このことは、田中他（2007）が指摘しているよう
に、多くの英語教諭たちが当時の教育現場で、「基
礎・基本の定着を図るための活動の工夫」、「ライティ
ング、書くことに関する指導方法」、「語彙を増やす
指導方法」など、コミュニケーション能力の直接の
育成に関わる問題ではなく、むしろその基礎となる
力の定着をいかに図るべきか、という問題を深刻に
抱えていたという事実とも連動する???。田中（他）
（2007）は同時に、当時の平成 10年改訂の学習指導
要領には、「意見・感想を述べる」とか「英語で表現
しコミュニケーションを図る」などということばか
り書かれ、その礎となるべき肝心の「文を正しく組
み立てる」という記述がないことを批判している
が???、上記 エ「書くこと」に関する（イ）、（エ）、お
よび下記（4）言語材料の取り扱いのイとその解説は、
このような指摘に対する回答とも取れる。
イ 文法については、コミュニケーションを支
えるものであることを踏まえ、言語活動と
効果的に関連付けて指導すること
言うまでもなく、文法の指導はコミュニケー
ション能力の育成を図る指導と対立するもので
はなく、円滑にコミュニケーションを行うとと
もに、豊かな内容を伴うコミュニケーションを
図るためには、正しい文法の基盤が必要不可欠
である???。
いずれにせよ今回の改訂は、語彙・文法という、
これまで長い間「コミュニケーション教育」の名の
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元に軽んじられる傾向にあった、言語に関する能力
（CEFRでいう言語構造的能力）の再構築を図って
いることが、ひとつの重要なポイントであろう???。そ
して同時に、そのような能力を「コミュニケーショ
ン能力」の基礎となる能力として明確に位置づけ、
それぞれがともに関連付けられながら育成されるこ
とをはっきり目指している。これは、今まで文法が
ほとんどもっぱら「訳読」としか結び付けられてこ
なかった日本の外国語教育現場の悪しき現実から
の、大いなる脱皮として評価できる。
2．4 中学校学習指導要領の変貌と教育現場
かつての学習指導要領は、厳格な文法シラバスが
規定され、どの文法事項がどの学年のどの学期に教
えられるかまで決められていた。しかし現在では、
学期ごとはおろか、学年ごとの規定もなくなり、教
育内容は、「言語活動」として中学校 3学年を通じ一
括して提示される。
語彙や文法事項は「言語材料」とされるが、その
導入についても「学習段階に応じて平易なものから
難しいものへと段階的に指導すること」???とされる
にすぎない。しかも一方で、「語、連語及び慣用表現
については、運用度の高いものを用い、活用するこ
とを通して定着を図るようにすること」???とされ、
「難易度」と「使用頻度」という、一致するどころ
か時に大いに乖離しうる異なる 2つの基準が混在し
ている。
このような指導要領の一種の「大綱化」は、教育
現場により高い自由度をもたらすことになるが、同
時に学校や教員に、その教育の力量をより大きく問
うことにもなる。3年間を見通した指導計画と、それ
に基づいた各年次ごとの計画、教材の選定等におけ
る見識は言うに及ばず、何より英語そのものに対し
て、その初級段階全体を見通し俯瞰できるだけの、
言語学的な専門知識も問われることとなろう。
このことは、序でも述べたように、大学設置基準
の大綱化以降の大学教養教育におけるドイツ語教員
のおかれた状況とおおいに共通するものといえる。
３．ドイツ語学習指導要領の可能性
ここまで、CEFRと文部科学省の中学校学習指導
要領外国語編についてその内容と性格を検討してき
た。以下ではそれを基に、主に大学教養教育の現場
において有効なドイツ語学習指導要領というもの
が、いかにして可能か、ということについて一考を
加える。
3．1 ドイツ語学習指導要領の重要性とそのあり方
大学のドイツ語教員は、その多くがドイツ語学、
ドイツ文学等に専門領域を持つ研究者ではあって
も、必ずしも外国語教員としての教育を受けてはい
ない。筆者も含めドイツ語や英語の教員免許を取得
しているものもいるが、それは中学校あるいは高等
学校の教員免許状に過ぎず、大学という教育現場を
想定したものではない。確かに昨今では、日本独文
学会の「ドイツ語教員養成・研修講座」等さまざま
な機会を通じ、教員としての研鑽を積むチャンスが
大学教員にも広がってきてはいるが、その機会を捉
えるかどうかは個人の判断であり、それによって何
らかの資格が付与されたり、評価されるわけでもな
い。
一方で、序に述べたように、大学の教育現場にお
けるドイツ語教員たちには、教室における授業運営
能力のほかにも、カリキュラムの企画立案や実行、
教材選定やその作成、授業改善、GPA（Grade Point
 
Average）などによる学生評価の適正化等々、設置基
準の大綱化以前とは比べ物にならないほど多くのこ
とが要求され、高い水準での達成が求められている。
にもかかわらず、我々の手元にはその教育に関する
共通の指針、枠組みといったものがいっさいない。
これでは、その存在意義さえ問われようとしている
ドイツ語教育の現場に立つものにとってはいかにも
心もとない。
このような状況下で、個々の教員の能力、裁量の
範囲を超えたところからドイツ語教育を俯瞰し支え
てゆく、日本のドイツ語教育のあり方についての一
つの枠組みのようなものを構築することは、充分意
義のあることといえよう。
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そのような枠組みは、まさに CEFRのように、さ
まざまな教育現場におかれた多くのドイツ語教員た
ちが、それぞれの立場から参照することができ、ド
イツ語学、ドイツ文学、ヨーロッパ地域研究等、ド
イツ語教育にかかわる分野の研究成果を、随時反映
させながら改訂してゆくことが可能な、開かれたも
のでなければならない。そして同時に、都市部の名
門私立大学から、地方の国立大学まで、さまざまな
大学教養教育における現場の状況（学生数、カリキュ
ラム、授業時間数、クラスサイズ、実施体制等）を
カバーし、どのような教育現場にとっても何らかの
有用性を持ちうる、汎用性の高いものである必要も
あるだろう。そしてひいては、大学教養教育以外の
場におけるドイツ語教育にも、その有効性を広げて
ゆけるような、柔軟性と普遍性を兼ね備えたもので
あればさらによい。
以下では、このような仮に「ドイツ語学習指導要
領」と名づけるものの、理念と内容について、なる
べく具体的に検討してゆく。
3．1 理念
実際に「学習指導要領」と名付ける名付けないは
別として、そこにはまず、日本の大学教養教育にお
けるドイツ語教育の理念が詠われていなければなる
まい。それは CEFRや中学校学習指導要領を参考に
しながらも、2番目に学ぶ外国語教育としての独自
の教育理念である必要がある。
現在の大学教養教育における英語以外の外国語教
育の理念は、「異文化理解」の中に位置づけられる傾
向にある。その問題点は、「文化」の名のもと、やや
もすると「言語教育」の側面が軽んじられることに
ある。
一方で、コミュニケーション能力としての外国語
能力の育成は依然として求められている。しかし、
かつて’80～’90年代に巻き起こった「教養か、実用
か」という議論は、英語の通用語としての地位が強
固になるにつれ、いまや論点を失いつつある。また、
日本はヨーロッパと比べ、教室の外で外国語、特に
その音声に触れる機会がとても少ない。特に地方な
どでは、英語でさえ教室以外での実践の場を見つけ
にくい状況で、ドイツ語の音声伝達によるコミュニ
ケーション能力の修得を、一義的にその学習目標に
するというのは少し無理がある???。
「コミュニケーション」とは、それがしばしば誤
解、あるいは狭義に理解されているように、必ずし
も日常的な音声による伝達、「日常会話」だけを意味
するものではない。文字による伝達も当然そこに含
まれる。特に、現在のようなインターネットや携帯
メールの時代では、文字言語による情報伝達が以前
より遥かに大きな即時性と日常性を獲得し、広がり
を見せている。先に見た中学校の学習指導要領でも、
その目標に「コミュニケーション能力の基礎の養成」
を掲げながらも、それが音声面の教育のみに偏らな
いよう釘を刺している。
また、中学校学習指導要領では、バランスの取れ
たコミュニケーション能力育成のために、文法学習
の重要性が見直されているが、これは学習指導要領
に限った傾向ではない。昨今ではさまざまな言語教
育の場において、今までややもすると「コミュニケー
ションに役に立たない」と誤解され、過剰に軽視さ
れてきた文法教育の再構築が図られ、コミュニケー
ション能力を育てる言語教育の中に、いわゆる「文
法」、いい換えれば言語構造の学習をどう位置づける
か、ということが大きなテーマになりつつある???。
このような状況では、ヨーロッパの言語状況に即
した CEFRの行動中心の考え方を、安易かつ無反省
にそのまま取り入れるのではなく、「コミュニケー
ション能力」そのものの再定義も含め、日本人が日
本の大学でドイツ語を学ぶ際、どのような能力の育
成がより重要で、そのためにどのような方法がより
有効かを、まず熟慮する必要があるだろう。
3．1．1 なぜ英語以外の外国語教育か
少し古いデータではあるが、近藤・山本（1999）
がドイツ語教育について大々的に行ったアンケート
結果によれば、英語以外の外国語教育の意義につい
てドイツ語教員と大学生の認識の間に小さくない
ギャップが見られる。
すなわち、学生たちは大学で英語以外の外国語を
学習する意義を少なからず認めている―67.8％の大
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学生が「ドイツ語の学習意義は大きい」としている
―のに、教員側には必ずしもその自信を持っていな
い―教員では 45％―のである。意義を否定したり、
どちらともいえない、と考えるのは教員のほうが上
回っている???。
また、「英語だけで充分」と思う学生は 16.7％に過
ぎないが、「英語だけで充分とする風潮が問題」と考
えるドイツ語教員は 75％に上る???。教員側の意識改
革が急務といえよう。
なぜ英語以外の外国語を学ぶのか、という点につ
いては、CEFRの考え方が日本の外国語教育にも当
てはまる。1.4の二番目の引用（注 12）で主張され
る、一つの外国語のみを学ぶことによる弊害と複数
の言語学習の重要性は、ヨーロッパに限ららない普
遍性を持つといえる。この点では、2.1で外国語科で
英語の履修を原則とする理由について、「今までやっ
てきたし、今でもみんながやってるから英語を学び
ましょう」と言っているに過ぎない中学校学習指導
要領は、いかにも頼りなく見識に乏しい。
また CEFRのこの考え方で重要なのは、以下に再
び引用する箇所である。
・この、いくつかの言語・文化に関わる多様な
経験が、学習者の学習能力を伸ばす。
複数の言語能力が作用しあって 1個人のコミュニ
ケーション能力全体を形作し、その向上がひいては
言語学習の能力そのものを高めるという見解は、複
言語主義の重要な見地の一つである。これは、しば
しば大学の教育現場で聞かれる、英語以外の外国語
を学ぶこと、あるいはそれに時間を取られることが、
英語力の上達を阻害するのではないか、という指摘
に対する真っ向からの反論である。事実、関西地方
のある国立大学では、英語以外の外国語の必修単位
が多い学部のほうが、少ない学部より英語の
TOEICの点数の伸びがよかったというデータもあ
り、英語の実用性のみを外国語教育の要点にしよう
とする風潮に対し、英語以外の外国語教育の意義を
主張する重要な支えとなりえるものといえる???。
3．1．2 なぜドイツ語か
この点が、本稿の最も弱い点といえるかもしれな
い。上で述べたように、英語だけでは不十分という
主張に説得力があったとしても、それ以外の言語が
直ちにドイツ語でなければならないということには
ならない。ドイツ語学習の重要性についての別の論
拠が必要なことは言うまでもない。
アジアの経済大国としての日本における外国語学
習にとって、その必要度から考えれば、英語の次に
は中国語などのアジアの言語が浮上してくるのは当
然のことといえる。スペイン語やフランス語と異な
り、非ヨーロッパ地域への広がり、特にアジアへの
広がりに欠けるドイツ語にとっては、この観点から
は取り上げる根拠に乏しい。
EUにおいてドイツ語は母語使用者数としては 1
位であるが、肝心のドイツ人がフランス人と異なり
英語を使うことにさほど抵抗を感じず、ビジネスの
世界では英語を半ば常用しているということも、あ
まりプラスに作用しない。
むしろ、大学におけるドイツ語教育は、学生たち
の知的興味を満足させるような、新たな「知」の供
給源としての教養教育の再構築とリンクさせて考え
るべきかも知れない。上記近藤・山本（1999）のア
ンケートで、「ドイツ語を選択した理由」とその「学
習目標」について、それぞれ、「ドイツ語圏に関心が
ある」（34％）、「教養としてのドイツ語の基本的な能
力」（48％）が 1位を占めていることからも、そのよ
うな期待にこたえつつ彼らに知的刺激を与えること
は高等教育機関の役割として重要といえる???。
これについては、ドイツ語学研究のみならず、文
学、歴史、地域研究などの成果がより大きく生かさ
れるだろう。
3．2 内容
内容については、基本的に大いに柔軟性を持った
ものでなければなるまい。現在の大学教養教育にお
けるドイツ語のカリキュラムは、大学設置新の大綱
化以降、大学ごとに多様を極めている。選択必修科
目として週 2回 2年間 8単位のところから、ゼロオ
プションも可能な自由選択科目として週 1回半期の
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みの所までさまざまである。大学によっては複数年
次にわたって、希望すれば最大 4年間英語以外の外
国語を履修できるところもある???。カリキュラムが
多様化すれば、当然その教育内容やクラスサイズ等
も、まちまちになる。
全般的には英語以外の外国語の単位数、授業時間
数は減少傾向にあるが、ドイツ語学習指導要領を想
定する場合、このようなドイツ語教育の多様化した
状況に対応でき、どのような教育環境にとっても一
定の有効性をもち役に立つものでなければなるま
い。この点では、あらゆる教育機関が参照できる枠
組みの提示を目指している、CEFRに学ぶことが大
きい。
また、昨今「学士力」の保証と関連して、学生の
学習能力の向上が叫ばれている中、教室外における
自律学習においても有用性をもつ必要があろう。こ
の点についても、教える側ばかりではなく、常に学
習者の立場大きくフィーチャーする、CEFRのあり
方は参考になるだろう。
同時に、現在の日本の教育現場が置かれた社会文
化的環境も考慮する必要があると思われる。今まで
外国語指導法や教授法に関しては、しばしば欧米で
開発、採用されたものがそのまま導入されることが
多かったように思う。1.4でも述べたように、諸外国
で開発された方法論を参考にするにしても、それら
の普遍性と個別性をよく認識した上で、日本の学習
環境に適合し、より大きな効果を上げることができ
るような、「日本型」のドイツ語教育のモデルを構築
しようという発想が必要であろう???。このことはネ
イティブ・スピーカーの教員と、日本人教員との効
果的な連携を考える際にも、重要な観点である。
そしてさらに、上述のようにドイツ語を教室外で
即座に実践する機会と場に乏しい日本の教育環境の
中では、教室の内と外との間の連続性を保ち、学習
者の自律学習への可能性を広げることで、縮小され
たカリキュラムでも一定の効果が上げられ、ドイツ
語学習の更なる展開を学習者に期待させるような工
夫をすることも、重要なことであると考える。
以下では、ドイツ語学習指導要領の具体的内容に
ついて、音声から異文化理解へいたるトピックごと
に考察する。
3．2．1 音声
ドイツ語の音声は、英語と比べてそのつづり字と
の乖離が少なく、規則性が高い。母音の発音も英語
と比べ日本語に近く、日本人にとって発音はドイツ
語学習の中で比較的難の少ないところといえる。拙
稿（2008）でも指摘したように、このことを利用し
て高校までの英語学習ではなかなか手が回らない、
日本語独特のモーラを基礎とした開音節構造と、ド
イツ語をはじめとする欧米の言語に多く見られる閉
音節構造との比較対照に踏み込むことも、一つのア
イディアである???。
日本語が基本的に、V（母音のみ）とKV（子音＋
母音）という 2種類の短音節構造しか持たないため
に、子音連鎖を認識しにくい日本人学習者に、
Schmidt、Frucht、Furchtなどの正しい発音をその音
韻構造から正しく理解させ実践できるようにするこ
とは、英語などの音節言語全体の発音・聞き取り能
力の向上にも貢献しうると思う。
3．2．2 語彙
語彙については、初級段階に学習すべき基礎語彙
選定の重要性に疑問の余地がないのに、その具体的
な提案は容易ではない。田中他（2007）によれば、
ドイツ語は、フランス語ほどではないにしろ、英語
に比べ基礎語彙の汎用性が高い。英語は専門用語な
どで新たな語彙が大幅に増えるのに対し、ドイツ語
は基礎的な語彙が広い範囲に使え、独和大辞典の総
見出し語数も英和大辞典に比べかなり少ない???。こ
のことはドイツ語における基礎語彙選定の重要性を
高めているといえよう。
基礎語彙選定に当たっては、昨今発達著しいコー
パスの活用が重要だが、上で述べた学習指導要領の
柔軟性を保持するためにも、学習時間や目標に即し
た語数の提案ができるとよい。さらに、一般的な使
用頻度に依拠するだけではなく、学習目的や扱う領
域に即した語彙選択も重要と思う。特に、日本人が
ドイツ語で説明する必要に陥りやすい、日本の生
活・文化に関する語彙（die Teezeremonie,die Sojaboh-
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nenpastete,das Mangaなど）や、ドイツの事情をよ
り正しく理解するために必要な語彙（der Bundes-
kanzler, der Holocaust, umweltfreundlich -feindlich
など）を、その使用頻度に拘らず早いうちから提案
するのも一つの考え方である。
また、ドイツ語独特の造語（Wortbildung）につい
ても、語彙習得と絡めた学習指導法が提案できれば、
限られた学習時間を効率的に活用するて立てともな
るだろう。
3．2．3 文法
語彙に比べて基礎的な文法の範囲は決めやすいと
いえる。アルファベートから接続法までをいわゆる
初級文法とすることに大きな異論はあるまい。問題
なのはそれをいかに並べるかである。
2.4でも触れたが、「難易度」の低いものから高い
ものへと並べるか、日常的なコミュニケーションに
おける「使用頻度」が高いものから低いものへと並
べるかという問題は、文法学習のシラバスにとって
永遠のテーマとも成りうる大きな問題である。「難易
度」に従って並べれば体系的になりやすく、言語構
造の全体像はつかみやすくなるが、実際のコミュニ
ケーションでよく使う語法や表現―例えば話法の助
動詞構文、完了形、接続法など―がなかなか学習で
きない。逆に「使用頻度」に従って並べれば、それ
らは早くから登場するが、複雑な文構造をいきなり
鵜呑みにさせられることとなる。ドイツ語の全体像
はなかなか髣髴としない。
前者のシラバスでは、しばしば演繹的学習が促さ
れることになり、後者では帰納的学習が促進される。
演繹的な学習では、学習時間などの効率は上がりや
すいが、自然な言語資料に触れにくくなり、帰納的
な学習では逆に、生きたドイツ語を早くから吸収で
きるものの、処理すべき言語資料の量が多くなりが
ちで、学習効率は悪くなる???。どちらを選択するかべ
きかは学習環境にもよるが、昨今の教材ではしばし
ば折衷的なシラバスが用いられている。
ドイツ語学習指導要領では、どちらかのシラバス
に徹するのではなく、それぞれのシラバスの長所・
短所を踏まえたうえで、さまざまな学習環境・目的
に合った文法学習のシラバスのあり方を提案し、よ
り多くの教員や学習者にとって活用しやすくするこ
とが適切であろう。
また、縮小されたカリキュラムにおける限られた
時間の中で、必ずしも初級文法全体がカバーできな
い学習環境にも配慮する必要があるだろう。このよ
うな状況では、初級文法をどのように分割するか、
あるいはどのように簡略化するか、ということを考
えなければなるまい。初級文法の中から何を取捨選
択し、いかに一つの下位的なまとまりを作るかが問
題となろう。
この場合でも、その成否は学習目的と関連するこ
にになる。例えば、音声による簡単なコミュニケー
ションができるようになるためなら、現在と現在完
了のみで、過去時制は省くとか、簡単なテクストの
読解を目指すなら、過去形や接続法第 1式を中心に
し、現在完了や発音には立ち入らないなどである。
いずれにしても、まさに CEFRのように、「ドイツ語
で～することができるようになるには、まず何を学
ぶ必要があるか」という問いを念頭においた、複数
の可能性の提案がなされることが望ましい。
文法には、ドイツ語学の最新の知見が最も反映し
やすいと思われる。ドイツ語学の個々の専門領域の
成果を総合し、初級文法全体にわたってそれを反映
した指導要領が構築できれば、現場の教員は心強い
し、学習者にとっても有意義なものになるだろう。
また、言わずもがなのことではあるが、文法学習
を訳読のみと結び付けるのではなく、現在の中学校
学習指導要領にあるように、コミュニケーションを
はじめとするあらゆる言語能力を支える基礎と位置
づけ、それらと効果的に連動させることを、根本に
踏まえなければならない???。
3．2．3 異文化理解
すでに述べたように、大学教養教育におけるドイ
ツ語教育は、外国語教育であると同時に、異文化理
解教育の一環としても位置づけられる傾向にある。
このことはややもすると、ドイツ語教育の言語教育
としての側面が軽視される傾向に陥りがちだ。特に
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初級段階の語彙や文法の習得に、学習者が困難を抱
きやすいドイツ語においてはなおさらである???。
言語教育と異文化理解教育の両立の問題は、学習
指導要領で異文化理解を外国語教育の目標に掲げて
いる（2.2.1）、中学校の英語教育の現場でも抱えてい
て、英語教諭たちからは「異文化理解を取り入れる
時間的余裕がない」「受験対策との両立が課題」と
いった声が聞かれる。大学教養教育においては受験
の問題は存在しないが、義務教育以上の時間的制約
の中での双方の両立は、課題の一つとなっている。
外国語教育は英語だけにして、それ以外の言語は、
みな異文化理解のカテゴリーに入れてしまってはど
うか、などという極論さえ聞かれる大学教養教育の
場において、ぞれ言語教育を維持したうえでの異文
化理解教育として考えられるのは、言語学習の「中」
にある異文化理解であろう。具体的には、素朴には
3.2.2で述べたような日・独の社会文化的相違に関
する語彙学習の採用もあるが、やはり、低コンテク
スト文化（low-context cultures）、高コンテクスト文
化（high-context cultures）を背景にした、コミュニ
ケーションのコードの違いを取り上げることを提案
したい???。
コミュニケーションにおけるコンテクスト依存度
の低い、発信者中心のドイツ型コミュニケーション
では、発信者によるメッセージの精密なコード化や
テクスト構成がより重要であるのに対し、コンテク
スト依存度の高い、受信者中心の日本型コミュニ
ケーションでは、受信者によるコンテクストを考慮
してのメッセージの解釈力が、重要な役割を果たす。
前者の社会ではしたがって、高い「スピーチ能力」
や「説明能力」が求められ、後者では「察しのよさ」
や「空気を読む力」が高く評価される???。
このような知識と、言語学習における文の組み立
てとその解読、テクストの構築とその理解・解釈と
をリンクさせることができれば、言語によるコミュ
ニケーションという枠組みの中で異文化理解を扱う
ことができ、言語教育と異文化理解教育のインター
フェイスのひとつとして有効だと思う。
このことは、CEFRにおける「社会言語能力」と
「言語運用能力」の根幹にかかわる知的理解を促す
ものとして、新たな「教養教育」の一環としてもふ
さわしいといえるのではないか。
また、中学校の教育現場から学ぶべきことに、
ALT（Assistant Language Teacher）の活用がある。
日本人教員とネイティブスピーカーとのティーム
ティーチングは、現在の英語教育の現場で広く行わ
れており、初級外国語教育の現場においては、いわ
ゆるコミュニケーション教育のみならず、異文化理
解教育においてもその活用の可能性は広がってい
る。どちらかのみによる教育がいまだ一般的と言え
る大学教養教育への導入の可能性が、指導要領の中
で提案できればよいと思う。
４．おわりに
初級外国語教育の教壇に立つ者にとっては、当該
言語の運用能力ばかりでなく、その言語の初級の範
囲全体を見通し、俯瞰できていることが重要である。
そのためには、まず「初級」の範囲を同定しなけれ
ばならないし、その言語に対するバランスの取れた
知的理解も必要である。このようなことは個人の力
をしばしば超える。特に必ずしもあまり広くない領
域における専門家であることが多い大学教員にとっ
てはなおさらである。
ドイツ語教育が、その社会的価値や責任を問われ
る時代に、そのような初級教育の全体像を把握する
助けとなるような「ドイツ語学習指導要領」といえ
るものがあれば、それは現場の教員にとっても学習
者にとっても、そして社会にとっても有益でなはず
である。
もしそれが、CEFRや文科省学習指導要領のよう
に、インターネット上で公開されるものであれば、
関係する分野の研究論文とリンクを張るなどして、
教員や学習者が更なる研鑽をつめるような可能性を
広げられれば、さらに良いだろう。
また、今回はほとんど触れられなかったし、半ば
夢のような話ではあるが、個別言語の初級学習を通
じて、自然言語の普遍性に迫る知的外国語教育への
扉を開くことができれば、日本における外国語教育
100 田 中 一 嘉
全体にとって大きな意味をもつことになるだろう。
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